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第１章 計画の基本的事項 

（１） 地球温暖化と気候変動 
　近年、人間活動の拡大に伴い、二酸化炭素（ＣＯ₂）等の温室効果ガスが大気中に大量に

放出されることで、地球温暖化が進行している。 

　地球温暖化は、予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に関わる安全

保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つとされている。 

　2021（令和 3）年 8 月には、IPCC 第 6 次評価報告書第 1作業部会報告書※１が公表され、

同報告書では、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がな

いこと、大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れていること、

気候システムの多くの変化（極端な高温や大雨の頻度と強度の増加、強い熱帯低気圧の割合

の増加等）は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大することが示された。 

※１　IPCC「Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する政府間パネル）」：各国政府

の気候変動に関する最新の科学的知見を各種報告書としてとりまとめ、政策の科学的基礎を提供すること

を目的とする政府間組織（報告書自体は政策中立なものであることを原則とする） 

 

（２） 地球温暖化対策をめぐる国内外の動向 
①世界の動向 

　2015（平成 27）年 11 月から 12 月にかけて、フランス・パリにおいて、COP21 が開催さ

れ、「パリ協定」が採択された。パリ協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上

昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求する

こと」や「今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」を掲げている。 

2018（平成 30）年に公表された IPCC「1.5℃特別報告書」によると、世界全体の平均気温

の上昇について、2℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるためには、CO2 排出量を 2050（令

和 32）年頃に正味ゼロとすることが必要とされており、この報告書を受け、世界各国で、

2050（令和 32）年までにカーボンニュートラル※2 を目標として掲げる動きが広がっている。 

※２　カーボンニュートラル：二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理

などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 

 

②我が国の動向 

　2020（令和 2）年 10 月、我が国は、2050（令和 32）年までに、温室効果ガスの排出を全

体としてゼロにする、2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣

言した。 

　2021（令和 3）年 10 月には、地球温暖化対策計画の閣議決定がなされ、5年ぶりの改定が

行われた。改定された地球温暖化対策計画では、2050 年カーボンニュートラルの実現に向

けて気候変動対策を着実に推進し、中期目標として、2030（令和 12）年度において、温室効

果ガスを 2013（平成 25）年度から 46％削減することを目指し、さらに、50％の高みに向け、

挑戦を続けていくという新たな削減目標も示された。 



2 

　同月には、政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべ

き措置について定める計画（政府実行計画）が改定され、温室効果ガス排出削減目標を 2030

（令和 12）年度までに 2013（平成 25）年度から 50％削減することとし、その目標達成に向

け、太陽光発電の導入、新築建築物の ZEB 化※３、電動車の導入、LED 照明の導入、再生可能

エネルギー電力調達等について、政府自らが率先して実行する方針が示された。 

※３　ZEB 「Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）」：快適な室内環境を実現しな

がら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 
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③寄居町の動向 

　寄居町では、2005（平成 17）年 3月に「寄居町環境基本計画」を策定し、取組方針の一

つとして「地球温暖化防止に役立つエネルギー利用へ変えていこう」を掲げ、町民・事業者・

町による省エネルギー対策等を推進してきた。 

　2017（平成 29）年 4月には「第 2次寄居町環境基本計画」を策定し、『豊かな水と緑・歴

史に包まれ、環境にやさしい暮らしが息づくまち』を環境像に掲げ、新たな総合的な環境施

策を位置付け、地球温暖化対策実行計画の策定や低炭素型機器・設備の導入など、より具体

的な施策を定めた。 

　2023（令和 5）年 3月には、気候変動により甚大な自然災害が引き起こされていることや、

持続可能な開発目標（SDGs）の達成に取組が進められるなど、環境問題や社会情勢の変化に

対応するため「第 2次寄居町環境基本計画　改定版」を策定した。この改定では、町が掲げ

た『豊かな水と緑・歴史に包まれ、環境にやさしい暮らしが息づくまち』の実現に向け、こ

れまでの取組への評価を踏まえた施策や目標指標の見直しを行うとともに、取組方針を「低

炭素」から「脱炭素」とし、脱炭素社会の実現に取り組むこととした。 

　今後は、国の温室効果ガス削減目標等を睨みつつ、「第２次寄居町環境基本計画　改定版」

に位置付けられる施策を着実に実行していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 ■第 2次寄居町環境基本計画　改定版における地球温暖化対策の概要 

＜町が実施する環境保全行動（施策）＞　一部抜粋 

○低炭素型機器・設備の導入 

・町が管理する公共施設で使用する電気は、再生可能エネルギー電力の調達を行います。 

・公共施設における省資源・省エネルギー型の施設整備を推進します。 

・町が管理する公共施設の照明のＬＥＤ化を進めます。 

・公用車の更新時は、エコカー（電気自動車（ＥＶ）、ハイブリッド自動車（ＨＶ）、プラ

グインハイブリッド自動車（ＰＨＥＶ）、クリーンディーゼル自動車（ＣＤＶ）、燃料電

池自動車（ＦＣＶ）、天然ガス自動車（ＣＮＧなど））への転換を進めます。 

・住宅、建物等の低炭素型機器の導入支援などにより、エコハウス化の推進をします。 

○環境にやさしい暮らし方・事業活動の推進 

・ゼロカーボンシティの実現に向けた取組を推進します。 

・冷暖房の適正な温度設定、クールビズ・ウォームビズ、照明・パソコンなどのこまめな

オン・オフなど、町職員の率先的な省エネ行動を実践します。 

・公共交通機関の利用やアイドリングストップなどのエコドライブの実践を促進します。 

・町内近隣に移動するときは、公用車の使用を控え徒歩や自転車を使用します。
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（３） 計画の位置付け 
　「寄居町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）　改定版」（以下「本計画」という。）は、

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。以下「地球温暖化対策推進

法」という。）第 21条第 1項の規定に基づき、2018（平成 30）年 4月に策定した「寄居町

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」（以下「前計画」という。）を中間年度にあたる 2022

（令和 4）年度までの取組について振り返り、その効果を評価・検証するとともに、温室効

果ガス削減の取組を更に推進することを目的に改定したものである。 

　本計画の推進に当たっては、「エネルギー使用の合理化等に関する法律」（以下「省エネ法」

という。）に基づく中長期計画及び「第 2次寄居町環境基本計画　改定版」との整合性を図

りつつ、地球温暖化対策を推進していく。（図 1-1） 

 

図 1-1　計画の位置付け 

◆計画の法的な根拠 

　「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」は、地球温暖化対策推進法第 21条第 1項の規

定に基づき、都道府県及び市町村（特別区を含む。）、地方公共団体の組合（一部事務組合、

広域連合）に策定が義務付けられている。 

また、地方公共団体は、同法第 21 条第 15 項の規定に基づき、毎年 1回、事務事業編に基

づく措置の実施状況（「温室効果ガス総排出量」を含む。）を公表する必要がある。 

 

（４） 計画期間 
　前計画では、2018（平成 30）年度から 2030（令和 12）年度末までの 13 年間を計画期間

としていた。本計画は、前計画の中間見直しとして目標値や取組の見直しを行い、2024（令

和 6）年度から 2030（令和 12）年度末までの 7 年間を計画期間とする。なお、本計画は国

の温暖化防止対策の動向を踏まえ、適切に見直しを行う。 
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（５） 計画の対象範囲 
　本計画では庁内部署においてエネルギー使用に関する把握・管理を行っている表 1-1 に

示す 90施設を対象とする。 

　民間へ管理委託している施設、電気使用量に基づかない契約方式のものは、エネルギー使

用量の把握が困難であるため、対象から除外することとした。 

　また、計画対象施設は、施設の管理・運営や利用上の特性等を踏まえ、5区分にまとめて

整理した。 

表 1-1　計画対象施設 
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（６） 対象とする温室効果ガス 
寄居町の事務及び事業の内容を踏まえ、表 1-2 に示す活動及びそれに伴い排出される 4 

種類の温室効果ガス（二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフ

ルオロカーボン（HFC））を対象とする。 

表 1-2　計画対象とする活動及び温室効果ガス 

 活動区分 活動に伴い排出される温室効果ガス

 燃料の使用 二酸化炭素（CO2）

 電気事業者から供給された電気の使用 二酸化炭素（CO2）

 自動車の走行 メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）

 浄化槽の使用に伴う排出（農業集落排水） メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）

 自動車用エアコンディショナーの使用 ハイドロフルオロカーボン（HFC-134a）
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第２章 温室効果ガス排出状況 

（１） 排出量算定方法 
①温室効果ガス排出量算出式 

　温室効果ガス排出量は以下の計算式に基づき算出した。 

◆排出係数：各温室効果ガスの排出係数は、「地球温暖化対策の推進に関する法施行令」（平

成 11 年政令第 143 号）の規定に基づき、下表のとおりとした。 

表　二酸化炭素（CO2）の排出係数（燃料の使用） 

出典：温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン 

※都市ガスは、請求書体積（全国で代表的な 15℃、1.02 気圧）を標準状態に 

換算するため、ガイドラインに示される参考値を用いた。 

 

表　メタン（CH4）・一酸化二窒素（N2O）の排出係数 

出典：温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン 

 ＜算出式＞ 

温室効果ガス総排出量 ＝ 排出原因活動の活動量 × 排出係数 × 地球温暖化係数

 燃料 排出係数

 ガソリン 2.32 Kg-CO2/L

 灯油 2.49 Kg-CO2/L

 軽油 2.58 Kg-CO2/L

 A 重油 2.71 Kg-CO2/L

 液化石油ガス（LPG） 3.00 Kg-CO2/kg

 都市ガス※ 2.16 Kg-CO2/㎥

 排出係数

 メタン 一酸化二窒素

 

自
動
車
の
走
行

ガ
ソ
リ
ン
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ

普通・小型乗用車 0.00001 Kg-CH4/km 0.000029 Kg-N2O/km

 乗用車（定員 11 名以上） 0.000035 Kg-CH4/km 0.000041 Kg-N2O/km

 軽自動車 0.00001 Kg-CH4/km 0.000022 Kg-N2O/km

 普通貨物車 0.000035 Kg-CH4/km 0.000039 Kg-N2O/km

 小型貨物車 0.000015 Kg-CH4/km 0.000026 Kg-N2O/km

 軽貨物車 0.000011 Kg-CH4/km 0.000022 Kg-N2O/km

 特種用途車 0.000035 Kg-CH4/km 0.000035 Kg-N2O/km

 

軽
油

普通・小型乗用車 0.000002 Kg-CH4/km 0.000007 Kg-N2O/km

 乗用車（定員 11 名以上） 0.000017 Kg-CH4/km 0.000025 Kg-N2O/km

 普通貨物車 0.000015 Kg-CH4/km 0.000014 Kg-N2O/km

 小型貨物車 0.0000076 Kg-CH4/km 0.000009 Kg-N2O/km

 特種用途車 0.000013 Kg-CH4/km 0.000025 Kg-N2O/km

 農業集落排水処理 0.59 Kg-CH4/人 0.023 Kg-N2O/人
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表　フロン（HFC）の排出係数 

出典：温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン 

②地球温暖化係数 

　温室効果ガスのうち、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボンは、下表の地球

温暖化係数を乗じ、二酸化炭素排出量に換算している。 

表　地球温暖化係数 

出典：温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン 

 

なお、2023（令和 5）年度に「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令の一部を改正す

る政令」が施行されことに伴い、2023（令和 5）年度以降の算定で用いる地球温暖化係数に

ついては新たな数値を用いる。 

 

（２） 「温室効果ガス総排出量」の推移及び内訳 
①総排出量及び活動別排出量 

　町の事務及び事業に伴う温室効果ガス排出量は、基準年度である 2013（平成 25）年度は

5,245,496kg-CO2 であったが、2022（令和 4）年度は 3,754,864kg-CO2 となっており、

1,490,632kg-CO2（基準年度比 28.4%）減少している。（表 2－1） 

　活動別の温室効果ガス排出量をみると、施設の電気使用量では、2013（平成 25）年度比

で 18.8％の削減にとどまっているが、施設の燃料使用量は、2013（平成 25）年度比で 58.2%

削減を達成している。公用車使用については、燃料使用が 2013（平成 25）年度比で 21.8%

削減、自動車の走行が 2013（平成 25）年度比で 36.0%の削減を達成できている。（表 2－1） 

表 2-1　活動別温室効果ガス排出量 

 

また、温室効果ガス排出量の構成比については、2022（令和 4）年度は、施設の燃料使用

 排出係数

 カーエアコンの使用（HFC-134a） 0.01　kg-HFC/台・年

 温室効果ガス 係数

 二酸化炭素（CO2） 1 

 メタン（CH4） 25 

 一酸化二窒素（N2O） 298 

 ハイドロフルオロカーボン（HFC-134a） 1,430 
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量による排出量の割合が 14.3%となっており、2013（平成 25）年度の 24.4%から 4割減少し

た。（図 2－1） 

 

図 2-1　温室効果ガス排出量の構成比の比較 

 

施設の燃料使用の内訳を見ると、これまで一番使用されていた A重油の使用は 2022（令

和 4）年までに 0%となり、大幅に削減された。（図 2－2） 

 

図 2-2　燃料使用の内訳 

 

②施設区分別排出量 

施設区分別の排出量をみると、排出量が最も多い施設区分は「供給処理施設」で、2022（令

和 4）年度の総排出量では、42.4%を占める。そのうち、27.8%が「上水道（浄水場、配・分

水場、ポンプ場）」で、10.3%は「汚泥再生処理センター」から排出されており、2013（平成

25）年度の排出量から 43.2％減と大幅に削減されている。 

　次いで「教育施設」が総排出量の 26.6%を占める。教育施設全体では、2013（平成 25）年

度の排出量から 3.5%増となっており、小学校は 2013（平成 25）年度比で 33.0%増、中学校

は 2013（平成 25）年度比 11.8%増と排出量が増加傾向にある。 

（表 2-2）（図 2-3） 

 

表 2-2　施設区分別温室効果ガス排出量 

8 2 .5 %

1 4 .3 %

2 .4 %

0 .1 % 0 .0 %
0 .8 %

2 0 2 2 年度の構成比

総排出量3 ,7 5 4 ,8 6 4 kg -CO2

施設 電気

施設 燃料

公用車利用 燃料

公用車利用 自動車走行

公用車利用 カーエアコン

浄化槽（ 農業集落排水）

7 2 .7 %

2 4 .4 %

2 .2 %
0 .1 % 0 .0 %

0 .5 %

2 0 1 3 年度の構成比

総排出量5 ,2 4 5 ,4 9 6 kg -CO2

施設 電気

施設 燃料

公用車利用 燃料

公用車利用 自動車走行

公用車利用 カーエアコン

浄化槽（ 農業集落排水）
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図 2-3　施設区分別温室効果ガス排出量 

 

　個々の施設の温室効果ガス排出量に占める割合をみると、学校給食センターが 13.6%、寄
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居町役場が 12.2%、汚泥再生処理センターが 10.3%となっており、上位 20 施設（全 90 施設）

の排出量を累計すると、総排出量の 84.4%を占めている。約半数の施設では 2013（平成 25）

年度より排出量が削減できているが、半数の施設では排出量が増加しているため、これらの

上位施設の温室効果ガス排出量の効果的な削減を更に推進していく必要がある。（表 2-3） 

表 2-3　排出量の多い上位施設（20 位まで） 

 

 

（３） 「温室効果ガス総排出量」の目標達成状況 
寄居町の事務及び事業に伴う温室効果ガス排出量は、2020（令和 2）年度に汚泥再生処理

センターの再資源化設備の停止（重油の使用停止）及びコロナ禍による施設、事業の停止に

より大幅な温室効果ガスの削減となったが、2021（令和 3）年度以降はコロナ禍後の各施設

再開等により増加傾向になっている。 

2022（令和 4）年度時点では、基準年度の 2013（平成 25）年度比 28.4%の削減となってお

り、中間年度目標である 2013（平成 25）年度比 17.7%削減を達成している。（図 2-4） 

 

 

 

 

電気使用 燃料使用 累積

1 寄居町立学校給食センター 1 5 4 ,1 6 4 3 5 4 ,9 3 7 0 0 5 0 9 ,1 0 1 1 3 .6 % 1 3 .6 % -9 .3 %

2 寄居町役場 3 8 6 ,4 6 9 1 3 7 7 0 ,7 7 0 0 4 5 7 ,3 7 6 1 2 .2 % 2 5 .7 % -1 7 .5 %

3 汚泥再生処理センター 3 8 7 ,1 0 9 3 3 2 8 0 3 8 7 ,1 7 0 1 0 .3 % 3 6 .1 % -7 2 .6 %

4 寄居配水場 3 2 9 ,4 2 9 7 5 0 0 3 2 9 ,5 0 4 8 .8 % 4 4 .8 % -1 5 .1 %

5 上郷分水場 1 8 0 ,9 2 9 0 0 0 1 8 0 ,9 2 9 4 .8 % 4 9 .6 % -1 3 .8 %

6 寄居町総合社会福祉センターかわせみ荘 5 1 ,2 2 1 1 1 4 ,5 4 0 0 0 1 6 5 ,7 6 1 4 .4 % 5 4 .1 % -3 1 .3 %

7 折原浄水場 1 5 0 ,6 3 8 0 0 0 1 5 0 ,6 3 8 4 .0 % 5 8 .1 % -2 4 .7 %

8 象ケ鼻浄水場 1 3 4 ,0 0 7 0 0 0 1 3 4 ,0 0 7 3 .6 % 6 1 .6 % -2 .3 %

9 男衾配水場 1 1 0 ,0 2 7 0 0 0 1 1 0 ,0 2 7 2 .9 % 6 4 .6 % -2 0 .5 %

1 0 寄居中学校 9 8 ,4 1 4 3 ,6 0 7 0 0 1 0 2 ,0 2 1 2 .7 % 6 7 .3 % 8 .1 %

1 1 資源循環工場加圧ポンプ場 8 5 ,9 9 2 0 0 0 8 5 ,9 9 2 2 .3 % 6 9 .6 % 4 .0 %

1 2 中央公民館 7 1 ,2 4 1 3 6 3 0 0 7 1 ,6 0 4 1 .9 % 7 1 .5 % -2 3 .6 %

1 3 寄居町保健福祉総合センター 6 5 ,1 4 5 2 ,8 2 6 0 0 6 7 ,9 7 1 1 .8 % 7 3 .3 % -3 5 .0 %

1 4 用土クリーンセンター 5 3 ,4 6 7 0 0 1 1 ,3 6 9 6 4 ,8 3 6 1 .7 % 7 5 .0 % 1 .7 %

1 5 男衾中学校 6 1 ,1 3 8 2 ,0 9 7 0 0 6 3 ,2 3 5 1 .7 % 7 6 .7 % 1 9 .0 %

1 6 寄居小学校 5 8 ,6 7 6 1 ,5 8 2 0 0 6 0 ,2 5 8 1 .6 % 7 8 .3 % 1 6 .1 %

1 7 寄居町立図書館 5 9 ,2 7 4 0 0 0 5 9 ,2 7 4 1 .6 % 7 9 .9 % -3 9 .9 %

1 8 男衾小学校 4 9 ,8 4 0 7 ,7 9 0 0 0 5 7 ,6 3 0 1 .5 % 8 1 .4 % 3 5 .8 %

1 9 折原クリーンセンター 4 7 ,5 4 9 0 0 8 ,5 9 4 5 6 ,1 4 3 1 .5 % 8 2 .9 % 2 4 .7 %

2 0 城南中学校 4 9 ,5 2 7 6 ,1 8 8 0 0 5 5 ,7 1 5 1 .5 % 8 4 .4 % 1 1 .0 %

施設名称順位

2 0 2 2 年排出量（kg-C O 2 ）
構成比 対2 0 1 3 年

増減率
施設運営 公用車の

使用
浄化槽の
使用

総排出量
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図 2-4　温室効果ガス総排出量削減率 

 

施設別の温室効果ガス削減量・削減率をみると、削減率の高い上位 8施設では、排出量が

2013（平成 25）年度比で 50%以上削減されている。ただし、集会所、コミュニティセンター、

総合体育館などの施設は、2020（令和 2）年度からのコロナ禍による利用者数減少が温室効

果ガス排出量に影響している。（表 2-4） 

表 2-4　施設別の温室効果ガス削減量・削減率 

 

2 0 1 3年 2 0 2 2年

施設名称 総排出量 総排出量 削減量 削減率

（kg-C O 2） （kg-C O 2） （kg-C O 2）

1 用土第2集会所 3 3 6 ▲ 2 7 -8 1 .8 %

2 汚泥再生処理センター 1 ,4 1 2 ,3 2 3 3 8 7 ,1 7 0 ▲ 1 ,0 2 5 ,1 5 3 -7 2 .6 %

3 総合体育館・アタゴ記念館・弓道場 5 3 ,2 4 4 1 5 ,3 8 9 ▲ 3 7 ,8 5 5 -7 1 .1 %

4 障害者交流センター（かわせみ教室） 4 ,8 9 2 1 ,6 9 1 ▲ 3 ,2 0 1 -6 5 .4 %

5 玉淀観光トイレ 2 ,7 3 8 1 ,0 5 9 ▲ 1 ,6 7 9 -6 1 .3 %

6 立ヶ瀬集会所 6 3 8 2 4 8 ▲ 3 9 0 -6 1 .1 %

7 風布第1増圧ポンプ場 1 1 ,8 9 0 5 ,3 5 2 ▲ 6 ,5 3 8 -5 5 .0 %

8 鉢形コミュニティセンター 2 ,8 4 7 1 ,3 5 5 ▲ 1 ,4 9 2 -5 2 .4 %

9 風布第2増圧ポンプ場 5 ,8 6 1 2 ,9 4 5 ▲ 2 ,9 1 6 -4 9 .8 %

1 0 折原コミュニティセンター 2 ,2 5 5 1 ,2 4 8 ▲ 1 ,0 0 7 -4 4 .7 %

1 1 用土小学校区放課後児童保育施設 3 ,6 3 4 2 ,1 1 5 ▲ 1 ,5 1 9 -4 1 .8 %

1 2 大正池観光トイレ 5 1 1 3 0 4 ▲ 2 0 7 -4 0 .5 %

1 3 寄居町立図書館 9 8 ,6 4 0 5 9 ,2 7 4 ▲ 3 9 ,3 6 6 -3 9 .9 %

1 4 用土集会所 1 ,5 3 1 9 4 8 ▲ 5 8 3 -3 8 .1 %

1 5 今市クリーンセンター 6 7 ,2 9 3 4 2 ,4 5 7 ▲ 2 4 ,8 3 6 -3 6 .9 %

1 6 寄居町保健福祉総合センター 1 0 4 ,5 5 8 6 7 ,9 7 1 ▲ 3 6 ,5 8 7 -3 5 .0 %

1 7 寄居町消防団第四分団詰所車庫 7 0 5 4 6 5 ▲ 2 4 0 -3 4 .0 %

1 8 折原上郷観光トイレ 4 5 8 3 0 3 ▲ 1 5 5 -3 3 .8 %

1 9 寄居町農業ふれあいセンター 3 ,1 9 6 2 ,1 7 2 ▲ 1 ,0 2 4 -3 2 .0 %

2 0 寄居町総合社会福祉センターかわせみ荘 2 4 1 ,4 1 6 1 6 5 ,7 6 1 ▲ 7 5 ,6 5 5 -3 1 .3 %

順位
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　一方で、一部の施設では 2013（平成 25）年度の排出量よりも増加しており、特に排出量

が増加している施設は、休憩施設・トイレ・自由通路、小学校、中学校、子育て支援施設で

ある。これらの施設の排出量増加の原因は、気温上昇による学校等の施設におけるエアコン

（冷房）の使用増加や新たな設備の導入等によるものと考えられる。 

　近年の気温上昇により、今後もエアコンの使用量は増加することが見込まれ、エアコン使

用量の増加により、温室効果ガスの排出量が増加傾向にある施設に対しては、排出量削減の

ための効果的な取組を検討する必要がある。 

 

（４） これまでの取組の総括と計画改定の方針 
　温室効果ガス排出量抑制の取組として、2018（平成 30）年度から寄居町では省エネ担当

者を選出し、省エネ担当者会議を開催するとともに、省エネ担当者を中心に、冷暖房の適正

化、空調の利用抑制、クールビズの実行、不要な照明の消灯、エコドライブの習慣化、メモ

等は裏紙を活用、廃棄物の分別の徹底、節水に努める等を全庁で実施している。 

一方で不在時の OA機器の主電源 OFF、近隣での公務は公用車使用を抑制する等の取組は、

実施が徹底されておらず、今後はこれらの取組を習慣化させる必要がある。 
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第３章 温室効果ガスの排出削減目標 

（１） 本計画の目標設定の考え方 
　前計画では「政府実行計画」に準じ、温室効果ガス排出量の削減目標を「2030（令和 12）

年度までに 2013（平成 25）年度比 40%削減」としていた。その後、2021（令和 3）年に「政

府実行計画」は改定され、削減目標を「2013（平成 25）年度比 50%削減」としている。 

　本計画では、政府実行計画の目標に準じ、「2030（令和 12）年度までに 2013（平成 25）

年度比 50％削減」を目標値とし、達成を目指していく。 

 

 

　前計画を策定後、温室効果ガス排出量の削減にかかる様々な取組を実施した結果、2022

（令和 4）年度には、2013（平成 25）年度比 28.4%の削減を達成している。 

　一方で、一部の施設では、2013（平成 25）年度よりも温室効果ガス排出量が増加傾向に

あることや、2023（令和 5）年 4月には寄居町駅前拠点施設（Yotteco）が開業するなど、

今後、新たな施設の電気使用量の増加も見込まれる。 

　温室効果ガス排出量を 2030（令和 12）年度までに 2013（平成 25）年度比 50%削減を達成

するためには、残る７年間で更に 21.6％を削減しなければならない。目標の達成に向けて、

これまでの取組や目標の見直しを行い、これまで以上に省エネルギー、省資源、廃棄物の減

量化などの取組を行うとともに、施設のコンパクト化や省エネ家電への転換、再生可能エネ

ルギーの積極的な導入を図り、より実効性の高い削減策を着実に実施していく必要がある。 

 

■個別施設における対策の反映 

　計画対象施設のうち、エネルギー消費の多い一部の施設において、照明の LED 化や空調設

備の更新、大規模な改修、一部事業廃止予定等について、進捗状況を整理し、これらの実施

状況を踏まえて、今後の対策効果を見込むこととする。 

 

■公共施設等総合管理計画の反映 

　「寄居町公共施設等総合管理計画」に基づく公共施設の集約化・複合化、廃止などは、本

町の事務及び事業に伴う温室効果ガス排出量に大きく影響するため、本計画の計画期間内

における温室効果ガス削減量を対策効果に見込むこととする。 

 

　これまでに用土保育所、城南保育所の解体・撤去が実施された一方で、男衾子育て支援セ

ンター、雀宮公園休憩施設、雀宮公園トイレ、寄居町駅前拠点施設（Yotteco）、賑わい創出

 温室効果ガス

総排出量の削

減目標 

（kg₋CO2）

基準年度 

2013 年度 

（平成 25 年度）

中間年度目標 

2022 年度 

（令和 4 年度）

中間年度実績 

2022 年度 

（令和 4 年度）

目標年度 

2030 年度 

（令和 12 年度）

 5,245,496 4,319,478 

（-17.7%）

3,754,864 

（-28.4％）

2,622,748 

（-50.0％）
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交流広場（YORIBA）が新設されている。 

　寄居町の公共施設に対する取組は、2023（令和 5）年度から 2025（令和 7）年度までに 2

施設を新設、2施設を解体・撤去する予定である。（表 3-1） 

表 3-1　公共施設の取組概要 

 

○：新設　×：解体・撤去、譲渡　△：分類変更 

資料：寄居町公共施設等総合管理計画（令和 5年 3月改定） 

 

（２） 本計画の基本的な考え方 
　本計画は 2021（令和 3）年 3月に閣議決定された「政府実行計画」との整合を図りつつ、

取組方針及び取組目標を設定する。 

　温室効果ガス排出量削減の取組には、省エネ活動などのソフト的な取組である「運用改

善」、エネルギー消費効率が悪い設備を高効率の設備へと入れ替えるハード的な取組である

「設備更新」、温室効果ガスを発生させない「再生可能エネルギー導入」といった措置があ

る。 

　本計画の目標達成のためには、2018（平成 30）年度から 5年間の実績を評価・分析し、

従来から推進してきた省エネ対策の強化や設備更新の推進をするとともに、排出量の大半

を占める電気由来の二酸化炭素排出量の削減に向けて、再生可能エネルギーの導入を推進

する必要がある。 

 

 

取組内容 施設分類 建物名
2 0 1 6
まで

2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2
2 0 2 3
(予定）

2 0 2 4
(予定）

2 0 2 5
(予定）

町民文化系施設 寄居駅南口駅前拠点施設（Y otteco ) ○

子育て支援施設 男衾子育て支援センター ○

雀宮公園休憩施設 ○

雀宮公園トイレ ○

賑わい創出交流広場（Y O R IB A ）
休憩施設

○

供給処理施設 ストックヤード ○

子育て支援施設 男衾保育所 ×○

深谷市消防本部
花園消防署寄居分署

○ ×

寄居町消防団
第一分団詰所・備蓄倉庫

○ ×

寄居町消防団第七分団詰所 ○

子育て支援施設 用土保育所 ×

城南保育所 ×

供給処理施設 寄居町環境事業所 ×

分類変更
町民文化系施設
→保健・福祉系施設

隣保館 △

新設
公園系施設

更新
行政系施設

解体
・

撤去



16 

（３） 削減見通しの検討 
　目標設定の考え方に基づき、対策の実施による温室効果ガス排出量の削減見通しを算出

した。 

①個別施設対策による削減見通し 

　計画対象施設において、設備更新や改修、事業の廃止等の省エネルギー化に資する対策が

予定されており、それらの対策による温室効果ガス排出量の削減見通しを算出した。 

　表 3-2 に示す施設が設備更新や改修が予定されている施設である。これらの施設につい

て削減量を概算した。 

　ESCO 事業※4 の実績を参考に以下の削減率を想定し、削減効果は、2013（平成 25）年度比

で総排出量の 3.5％（184,508kg-CO2）の削減が見込まれる。（表 3-2） 

 

※4　ESCO 事業：省エネルギ－改修にかかる全ての経費を光熱費の削減分で補う事業。 

同事業支援団体において、設備更新等を実施した ESCO 事業の実績が紹介されており、対策効果を想定する

上で参考とした。 

表 3-2　個別施設対策による削減効果の実績と今後の見通し 

 

 

 

 設備・機器の更新 10％削減

 施設・機器の大幅な更新、大規模な改修 15％削減



17 

②公共施設等総合管理計画に基づく削減見通し 

　少子高齢化の進展による人口減少、建設から約 40～50 年経過した公共施設等の老朽化、

人口減少・高齢化に伴う税収の伸び悩みや社会福祉関連費の増大も想定されており、こうし

た状況に対応すべく、2016（平成 28）年度に「寄居町公共施設等総合計画」が策定され、公

共施設の適切なマネジメントを実施するための基本目標を定めた。その中で建物等の総量

を 2014（平成 26）年度末の延床面積を基準として、2055（令和 37）年度までに 33%削減す

ることとしている。 

2023（令和 5）年 5月に社会状況の変化や実績等を整理し、「寄居町公共施設等総合計画」

は改定されたが、施設総量の最適化については、取組を継続するとしている。 

　本計画では、寄居町公共施設等総合計画において、廃止、解体・撤去が予定されている施

設を対象として算定し、削減効果は、2013（平成 25）年度比で総排出量の 0.56％（28,219kg-

CO2）削減が見込まれる。 

　なお、町民サービス施設については、長寿命化、集約化、統廃合などを検討するとしてい

る「コミュニティセンター」及び「集会所」のうち、1970 年代に建築された施設を対象とし

た。（表 3-3） 

表 3-3　公共施設等総合管理計画に基づく削減見通し 

 

 

③目標達成のために必要な削減量 

　2022（令和 4）年度の段階で温室効果ガスの削減率は、2013（平成 25）年度比で 28.4%を

達成しており、本計画の目標である 50％を達成するためには、個別施設対策（3.5％）と公

共施設等総合管理計画（0.56％）による削減効果を合わせた、4.06%（212,727kg-CO2）に加

え 17.54%（919,389kg-CO2）の削減が必要となる。 

（図 3-1） 
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図 3-1　削減の見通し 

 

④再生可能エネルギーの導入 

　2018（平成 30）年より省エネ活動の推進や設備の統廃合・更新などにより温室効果ガス

の削減に取り組んできたが、昨今の気温上昇などによりエアコンの使用量が増加しており、

それに伴い一部施設の温室効果ガス排出量は増加傾向にある。このような状況を鑑み、50%

削減の目標を達成するためには、再生可能エネルギーの導入を推進する必要がある。 

　再生可能エネルギー導入として、以下の取組が挙げられる。 

l 太陽光発電設備の導入 

　国の「地球温暖化対策計画」においては、「地方公共団体保有の建築物及び土地におけ

る太陽光発電の最大限の導入」、また、「政府実行計画」では、2030（令和 12）年度までに

「設置可能な政府保有の建築物（敷地含む）の約 50%以上に太陽光発電設備を設置するこ

とを目指す」としている。 

【参考】1kW の太陽光発電の年間発電量：約 1000kWh（＝約 2.7kWh/日） 

l 新設や改修予定の施設は ZEB 化する。 

 「政府実行計画」では、「今後予定する新築事業については原則 ZEB Oriented 相当以上

とし、2030（令和 12）年度までに新築建築物の平均で ZEB Ready 相当となることを目指

す」とされている。 

※ZEB Ready：ZEB を見据えた先進建築物として、外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設備を備え

た建築物 

※ZEB Oriented：ZEB Ready を見据えた建築物として、外皮の高性能化及び高効率な省エネルギー設備

に加え、更なる省エネルギーの実現に向けた措置を講じた建築物 
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l 再生可能エネルギー電力の調達 

「政府実行計画」では、2030（令和 12）年度までに各府省庁で調達する電力の 60%以上を

再生可能エネルギー電力とし、これを超える電力についても、排出係数が可能な限り低い

電力の調達を行うことを推奨するとされている。 

大手電力会社は、2030（令和 12）年度の排出係数を「0.25kg-CO2/kWh 程度」まで低減

することを目標としており、今後、大手電力各社の排出係数は低減していくことが予想さ

れるが、本町としては、安定して電力供給ができることを前提に再生可能エネルギー利用

割合の高い事業者から供給される電力（低炭素電力、再生可能エネルギー電力）の調達を

推進する。（表 3-4） 

表 3-4　二酸化炭素（CO2）の排出係数（電力会社から供給された電気の使用） 

 
出典：環境省 HP（https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/denki） 

注）電気の排出係数は、施行令に基づき、経済産業省及び環境省が公表する電気事業者別の排

出係数のうち、実排出係数（調整前）を用いた。 

また、施行令の規定に基づき、電気事業者から提供された電気使用による排出量の算出に 

おいては、前年度の係数を用いることとされており、本計画においても前年度係数を用いた。 

 

（４） 削減目標の設定 
　削減見通しの検討を踏まえ、表 3-5 に目標年度の削減目標を設定した。 

　なお、再生可能エネルギー導入分については、排出量の構成比から各施設が再生可能エネ

ルギーの導入により削減する温室効果ガスの排出量を割り当てた。また、各施設ではこれま

でと同様にきめ細やかな省エネ活動を継続して行うものとする。 

表 3-5　削減目標 

 
※各施設の削減量は、2022 年度の排出量構成比から算出した。 
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第４章 目標達成に向けた取組 

（１） 温室効果ガス削減に向けた基本方針 
　町の事務及び事業に伴う温室効果ガス排出状況を踏まえ、目標達成に向けた取組を進め

る上での基本方針は以下のとおりとする。 

 

● 高効率型設備・機器の積極的な導入 

Ÿ 設備・機器の更新や改修等が予定されている計画対象施設については、エネルギー効

率を重視し、高効率型設備の導入・転換を着実に進める（ZEB 基準相当に適合させる

事業、省エネルギー基準に適合させるための改修事業等）。 

Ÿ その他の施設においても、照明や空調、給湯設備、ＯＡ機器等の更新に際しては、エ

ネルギー効率に配慮した設備・機器への転換を順次進める。 

Ÿ 公用車の更新に際しては、エコカー（電気自動車（EV）、ハイブリッド自動車（HV）、

プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、クリーンディーゼル自動車（CDV）、燃料電池

自動車（FCV）、天然ガス自動車（CNG など））への転換を推進する。 

Ÿ 公共施設の照明の LED 化を進める。 

 

● 各職員の着実な省エネ行動の実践 

Ÿ 職務に際しては、空調の適切な温度設定や不要な照明の消灯など、職員一人ひとりの

きめ細かな省エネ行動を徹底していくこととし、次項に示す「職員の環境配慮行動」

を着実に実践する。 

Ÿ 町民サービス施設など、町民が利用する機会・時間が多い施設においては、利用者の

省エネ行動を促すため、省エネに配慮した照明や空調の使い方等をルール化し、利用

者に周知・広報等を積極的に行う。 

 

● 環境マネジメントシステムの導入 

Ÿ 削減を効果的に進めていくためには、エネルギー消費や排出状況の見える化を図りな

がら、計画の進行管理を実施していくことが重要である。本計画の推進に当たっては、

各課に進行管理責任者を配置するなど、組織的体制を整える。 

 

● 公共施設等総合管理計画と連動した削減対策の推進 

Ÿ 公共施設の統廃合など適正規模化の機会を活用し、エネルギー効率の改善に配慮する。 

Ÿ 施設建物の新設や大規模な改修などに際しては、高効率型設備・機器の導入のほか、

断熱構造の強化、自然光や風の有効活用など、先進的な省エネルギー技術の導入に努

める。 
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● 再生可能エネルギーの導入 

Ÿ 耐震性や保守性に問題を生じない範囲での公共施設の屋上等へ太陽光発電設備の導

入を検討する。 

 

● 環境に配慮した電気事業者の選定 

Ÿ 公共施設で使用する電気は、安定して電力供給ができることを前提に、再生可能エ

ネルギー利用割合の高い事業者から供給される電気の調達を行う。 
 
（２） 職員の環境配慮行動 
　執務に際しては、日ごろから省エネルギーを心がけ、以下の環境配慮行動を確実に実践す

る。併せて、省資源やリサイクルなどの環境配慮行動に努めるとともに、広く職員に普及・

啓発する。 

①省エネルギーに向けた環境配慮行動 

● 空調 

Ÿ 冷暖房温度の適正化（冷房時 28℃、暖房時 20℃）を行う。 

Ÿ 夏季には日照を遮る工夫や扇風機の活用など、効率的な空調の利用に努める。 

Ÿ 冷暖房時に不要な窓や扉を開放したままにしない。 

Ÿ クールビズ、ウォームビズを実行する。 

Ÿ 空調設備の定期的な清掃など、適正な管理を行う。 

 

● 照明 

Ÿ 不要な照明の消灯を徹底する。 

Ÿ 外光を有効利用し、照明の利用抑制に努める。 

Ÿ 照明効率を高めるため、定期的な機器の清掃を心がける。 

Ÿ 時間外の照明点灯箇所は必要最小限とする。（12時～13 時の休憩時間、18 時消灯） 

Ÿ 人が常駐しない場所は、人感センサー付き照明の導入を図る。 

 

● ＯＡ機器 

Ÿ 省エネモードを利用する。 

Ÿ 休み時間や不在時は、主電源をオフにする。 

 

● 公用車 

Ÿ 停車時のアイドリングストップ、急発進・急停車しないなど、エコドライブを習慣化

する。 

Ÿ 近隣での公務には、自転車を使用するなど公用車使用を抑制する。 

Ÿ 適正な燃費が維持されるよう、定期的な整備点検を行う。 

Ÿ 出張など可能な場合は、相乗りを行う。 
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● その他 

Ÿ 夜間や休日など、使用しない電気機器の主電源をオフにする。 

Ÿ 無理のない移動に際しては、エレベーターの利用を控え、階段を使用する。 

Ÿ 給湯温度を調整する。 

Ÿ ノー残業デーを徹底する。 

Ÿ マイボトルを携帯し、ペットボトルの使用を減らす。 

 

②省資源等に向けた環境配慮行動 

● 用紙 

Ÿ 両面印刷や縮小印刷などを敢行し、印刷枚数を削減する。 

Ÿ 会議資料等は印刷部数を最小化し、無駄な用紙を省き、ペーパーレス化を推進する。 

Ÿ 庁内 LAN を活用し、紙の使用を削減する。 

Ÿ 雑がみの分別や用紙の再利用に努め、廃棄される用紙類を削減する。 

 

● ごみの減量・再資源化 

Ÿ 廃棄物の分別を徹底する。 

Ÿ 備品・消耗品等の購入に際し、リサイクル製品などグリーン調達に努める。 

Ÿ 備品・消耗品等の購入に際し、簡易包装製品やリターナブル製品などの購入に努める。 

Ÿ 備品・消耗品等の購入に際し、使い捨て製品の購入を控える。 

Ÿ 使用済み封筒やファイリング用品などの再使用に努める。 

 

● 節水 

Ÿ トイレや洗い物などでの日常的な節水に努める。 

Ÿ 節水コマなどの節水器具の導入を積極的に進める。 

Ÿ 水道の水漏れ等に留意し、適切に管理を行う。 

Ÿ 水道の水圧を調整し、水を無駄に流さないよう日常的な節水に努める。 

 

　その他様々な省エネ・省資源化の取組については、随時、職員からの提案等を受け入れ、

普及に努めることとする。 
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第５章 計画の推進・進行管理 

（１） 推進体制 
　本計画の推進組織として、各課における取組を主導する省エネ担当を専任するとともに、

温室効果ガス削減対策に関する施策を協議・調整する庁内調整会議を設置し、事務局（環境

保全主管課）において運営していくものとする。 

 

■ 事務局（環境保全主管課） 

Ÿ 各課エネルギー消費状況の収集・とりまとめ 

Ÿ 温室効果ガス排出量の算出・とりまとめ・公表 

Ÿ 地球温暖化対策に関する施策の検討・提案 

Ÿ 地球温暖化対策に関する庁内調整会議の企画・運営 

 

■ 庁内調整会議 

Ÿ 温室効果ガス排出状況の協議・調整 

Ÿ 地球温暖化対策に関する施策の合意形成 

 

■ 各課省エネ担当 

Ÿ 所属課のエネルギー消費状況の把握・管理 

Ÿ 所属課職員への環境配慮行動等の普及啓発 

Ÿ 所属課職員からの環境配慮行動等に関する意見・提案等の受付 

 

（２） 進行管理 
進行管理の仕組み 

　事務局及び各課省エネ担当、庁内調整会議との連携のもと、PDCA サイクルに基づく進行

管理を行い、毎年度の進捗状況の点検・評価のもと、必要に応じて改善、計画の見直しを図

り、着実な温室効果ガスの削減に取り組むこととする。 

 

 

 

 

③ ACTION （ 改善） ① DO（ 実行）

④ PLA N （ 計画）

② CH ECK （ 点検・ 評価）
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①職員の環境配慮行動の実践（DO） 

　各課省エネ担当を通じ、本計画を各課職員に周知徹底し、職員一人ひとりの環境配慮行

動の実践を促す。 

 

②点検・評価（CHECK） 

　毎年度、エネルギー使用量の集計と温室効果ガス排出量の算出を行い、目標達成状況に

ついて評価する。 

 

③改善（ACTION） 

　点検・評価の結果を踏まえ、事務局及び庁内調整会議において改善策等を協議し、強化

すべき取組等が生じた場合は、各課省エネ担当を通じ、職員に周知する。 

 

④計画（PLAN） 

　本計画に掲げた目標達成のための取組が適切に実行され、温室効果ガスの排出量が削

減されているか、毎年度確認する。 

　毎年度の温室効果ガス排出状況を踏まえ、必要に応じて取組の内容や目標の見直しを

図る。 

 

　実績の公表 

　地球温暖化対策推進法第 21 条第 15 項の規定に基づき、毎年 1 回ホームページ等を通

じて政策の実施状況について、住民にわかりやすい形で公表することとする。 
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